　基本的人権と自治体の役割　調布市長選に思うこと
２０２２年　６月２１日　　　　丸山　重威
  「今日の地方自治体は、憲法の人権と生活権をより所に『企業国家』の人権の大量破壊を防衛する拠点となることが要請されており、経済が人間を支配する倒錯的現象を逆転させる人間の尊厳回復の歴史的役割を担っているのである」―。
　東京都立大名誉教授だった憲法学者、故・針生誠吉氏は、１９７４年「都市研究報告３９号」掲載の論文「自治体憲法学の基本問題」で、こう述べて、「住民の生活」という「自治」の観点からの憲法学を提唱しています。（針生誠吉「針生誠吉論文集 憲法の精神、中国の法と社会」日本評論社所収）
▼自治体は人権の砦
　公害反対の住民運動が広がり、重化学工業にシフトした日本の産業経済がようやく見直されなければならないと考えられたころのことです。針生教授は地域の住民運動の中から改めて、それまでの憲法理解を超えた憲法の見直しを提起していました。
　「今日の高度の生産力と技術水準のもとにおいて、生産力および技術の発展第一主義をとり、人権思想を欠落された場合の結果を示すモデル国家として今日の日本の都市社会は存在する」
　「住民の生命と生活という人権の基本的大問題を基礎に据えた憲法の全構造の再検討は、今日、終末的現象を示しつつある都市社会としての日本社会の構造、体質の問題ともかかわっている」　       
  「統治機構における特殊日本的な病理現象こそが、下からの抵抗として住民運動を噴出させ、自治体首長・自治体行政を動かし、様々の創造的な立法機能、解釈機能を生み出している。われわれはこうした変革現象を個別に拾い上げ、整理し、そこから住民のための自治体憲法学を作り出していかなければならない」
  ▼どうして？　いつ？　何のために？
  いま、調布市で起きている大きな住民運動のテーマをみるとき、そして私自身がその運動の当事者になって、まさにこの針生教授の４８年前の指摘が、現実の問題として起きているのだ、と痛感せざるをえません。市長選挙が戦われているいま、すべての市民に考えてほしいのは、そのことです。
  東京外環道でいいますと、当時、東京は美濃部都政（１９６７～７９）下、調布市も革新市長会のリーダーだった本田嘉一郎市長（１９６２～７８）のもとで、東京のベッドタウンとして街作りが進んでいたころのことだと思います。７０年に根本龍太郎建設相が工事の「凍結」を宣言していました。
　しかし、その後、計画は住民の反対を避けるために、地下トンネルになり、そのままコースを下ろして「地上には関係がない｣と、住民は全く知らないうちに掘削が始まり、突然の｢陥没｣で事態が明らかになりました。
  また、調布市で問題になっている駅前広場のことは、駅前の小さな公園として子どもたちに親しまれていた「たこ公園」が閉鎖されて、駅前の樹木が大量に伐られる、と言う話が伝わって来たことからです。
　どうして？　いつ決まったの？　何のために？　―そこから始まった運動は、話し合いが行われ、修正はおこなわれたものの、｢決まったことは粛々と進めます」という、市の一種官僚的な姿勢の中で押し切られ、いま、駅前広場は、改造途中の無残な姿をさらしています。
  ▼合意なくして開発なし
　駅前の木を大量に伐ってしまう、地下に駐輪場を作れば、ロータリーを広く取れる。この計画の邪魔になるなら、福祉センターも移転させればいいし、会館の階段など、そのうち壊すんだし、どければいい…。そこには、それぞれの施設の利用者のことは全く無視し、都市計画家の頭の中の絵、そしてそこに加わる建設事業者の利益を実現しようとする発想しかありません。
　かつて、東京都知事だった美濃部亮吉さんは、各地で起きている開発問題と住民運動をみて、アルジェリアの思想家、フランツ・ファノンの言葉を紹介して、「橋１つ作られるにしても、その橋の建設が、そこに住む多くの人々の合意がえられないならば、橋は建設されないほうがよい。人々は今までどおり、泳ぐか渡し船で川を渡ればよい、駅前はスッキリさせられるし、ロータリーが広く取れる。…、この考え方には明らかに住民自治の理念と住民参加の姿勢のあり方が述べられております」と発言しています。(１９７１年＝昭和４６年６月３０日東京都議会）
　これは、「住民の合意」の大切さを説き、「参加による開発」を述べたことばです。
　▼いま、調布に「みのべ」を　
　私は土地所有者として何も聞いていないのに、付近の地下が｢大深度だから大丈夫」と勝手に掘られ、第一種住宅専用地域である、周辺の街は、次々と壊されようとしています。都市の環境を守るのは自治体の役目です。
　勝手に掘った、見えない地下の工事で、大事故を起こし、周辺まで大変な被害を受けています。「ちょっと待て、まずいじゃないか」と事業者にストップを掛け、それを止めるのが、市長の仕事ではないでしょうか。それなのに、逆に、住民の動きをスパイし、事業者に情報を流す。これは犯罪行為です。
　住民の要求もいろいろあります。何も要求は１つだけではないし、相反する意見があるのも当然です。それならそれで、議論したらいいではないですか。問題は、それをきちんと整理し、住民の声を聞くことです。
　住民よりも資本か、権力か、誰かの利益のために、おかしくなっている調布の行政をどうただすか？　いま、新市長に求められるのは、｢見なおし」、｢出直し」です。
　６４年の東京五輪を契機にした開発でガタガタにした東京を作り直すのに、美濃部さんが必要だったように、いま、調布には「みのべ」が必要です。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（了）
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